
牧之原市国土強靱化地域計画【概要版】

第１章

計画の位置付け

本市における国土強靭化に関する施策
を総合的かつ計画的に推進するための基
本的な計画として定めるものであり、本
市の各種計画における国土強靱化に関連
する事項の指針となるものである。

策定の趣旨

あらゆるリスクを見据えつつ、平時か
ら大規模自然災害等に対する備えを行い、
いかなる災害が発生しようとも、市民の
生命・財産を守り、被害が致命的なもの
にならず迅速に回復する強靱な牧之原市
をつくりあげるため、本市の強靱化に関
する指針として、「牧之原市国土強靱化
地域計画」を策定するものである。
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牧之原市国土強靭化地域計画とは

基本理念

基本目標

安全･安心で快適に暮らせる
“強く、しなやかな”まち

①人命の保護が最大限図られること
②地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること
③市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④迅速な復旧復興

第３章 基本的な考え方

計画期間：令和５年度～令和12年度

「第３次牧之原市総合計画」及び「牧之原市地震・津波対策アクションプログラム2013」と整合
を持たせ、目標年次は令和８年度とし、これらの改定と合わせて本計画についても改定を実施する。
また、国の国土強靱化基本計画や静岡県国土強靱化地域計画等の動向も踏まえ、適宜見直しを行う。

第２章 本市の地域特性

本市の地域特性について、市の自然条件（位置及び境域、地形、地質、気候）及び社
会条件について整理した上で、本市において予想される災害等の主な概要を下表の通り
整理した。
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【他計画との関係性】 

牧之原市 
国土強靱化地域計画 

（令和５年度～令和 12 年度） 

第３次牧之原市総合計画 
前期基本計画 

（令和５年度～令和８年度） 

後期基本計画 

（令和９年度～令和 12 年度） 
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脆弱性評価と重要課題の整理

想定するリスク 本市の地域特性上、甚大な被害を及ぼすと想定される「南
海トラフ巨大地震」の災害を中心とし、風水害や高潮、土砂
災害などを含めた、大規模自然災害及び原子力災害を対象と
する。

脆弱性評価に基づく
配慮すべき重要課題

（１）事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり
（２）ハード対策とソフト対策の効果的な連携
（３）超広域災害に備えた地域防災力の強化、民間との連携
（４）行政、情報通信、エネルギー等の代替性・多重性等の確保
（５）基幹的交通ネットワークの機能確保、代替性確保及び輸送モード相互の連携
（６）原子力防災対策
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脆弱性評価では、起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）に対応すべき施策の漏
れの有無や、特定の施策分野への偏りの有無の観点から選定した強靱化に係る取組について、
脆弱性の評価を行った。

計画の推進

具体的な取組の推進と進行管理

本計画を計画的に推進するために、「現状の脆弱性評価」を用い、適宜進行管理や評価等を行う。

プログラムの重点化

効率的・効果的に国土強靱化を進めるには、施策の優先順位付けを行い、優先順位の高いも
のについて重点化しながら進める必要がある。本計画の基本目標を踏まえたうえで、重点プロ
グラムを選定した。なお、重点プログラムについては、ＫＰＩ（重要業績指標）を設定する。

重点プログラム

重点プログラムについては、「施策分野」「出典元の計画」「強靱化に関する取組」「具体的指
標」「目標値」「進捗率」「再掲の有無」「達成時期」「担当」についてとりまとめた。（下表につ
いては、リスクシナリオ1-1における重点プログラムを抜粋している。）

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）第４章

第５章

第６章

1－1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生

施策分野 計画 強靱化に関する取組 具体的指標 目標値 進捗率 再掲 達成時期 担当

健康福祉

榛原総合病院長寿命

化計画（個別施設計

画）

防災対策　建物設備の維持 長寿命化計画進捗率 14% 5% R８年度末
榛原総合

病院組合

教育文化
公共施設マネジメン

ト基本計画
社会教育施設改修事業

市社会教育施設（文化施設・公民館）の長寿命化を

図るための改修を実施する。
― ― R８年度末 社会教育課

産業振興 AP2013
農業用施設の耐震点検、ハザードマップ作成

（ため池）

農業用ため池の耐震点検調査及び耐震化率、ハザー

ドマップ作成の実施率
100% 97% R８年度末 お茶振興課

生活基盤 AP2013 特定建築物の耐震化の促進 耐震改修促進法に基づく特定建築物の耐震化率 100% 97% R８年度末 都市住宅課

生活基盤 耐震改修促進計画 公共建築物の耐震化の促進 公共建築物の耐震化率 100% 98% R８年度末 都市住宅課

防災 総合計画実施計画 相良地区防災拠点の整備
大規模災害や原子力災害などの複合的な災害におい

ても市民の安全を守るための拠点の整備
100% 50% R５年度末

危機管理課

スポーツ推進課

防災 AP2013
家庭内の耐震対策の推進（家具固定・防災

ベッド・耐震シェルター）

家具固定、防災ベッドの使用、耐震シェルターの設

置をしている者の割合
100% 18% R８年度末 危機管理課

防災 AP2013
家庭内の地震対策の推進

（感震ブレーカー）

感震ブレーカーを設置している世帯の割合（60世帯

増加）
100% 71% R８年度末 危機管理課


